
１．当該事業年度の末日における公益充実活動等ごとの内容、実施時期、積立限度額及びその算定根拠

円

２．前事業年度の末日における公益充実資金の額並びに

　　当該事業年度の公益充実資金の取崩額、積立額及び末日における公益充実資金の額

３．前事業年度の末日における公益充実活動等ごとの内容及び実施時期、積立限度額及びその算定根拠

円

前事業年度末 当該事業年度の取崩額 当該事業年度の積立額 当該事業年度の末日における残高

公益充実活動等の名称 公益事業維持活発化資金

内容
物価変動による諸経費の増加、金利変動による運用収入の変動等の環境変化の中で公益事業を安定的に継続する。また、「資
本市場法制研究会」研究員の海外派遣等を通じて調査・研究事業を活発化する事業、講演会・セミナーの質および量を充実する
事業、出版事業を含めた各事業を円滑に行うための設備・システムの充実を図るために行う事業にも当資金を活用する。

年 4 月

公益充実資金に関する公表事項

第42期
自　2025（令和7) 年4月1日　　至　2026（令和8) 年3月31日

131 月）

30,000,000 円

公益充実活動等の名称 公益事業維持活発化資金

内容
物価変動による諸経費の増加、金利変動による運用収入の変動等の環境変化の中で公益事業を安定的に継続する。また、「資
本市場法制研究会」研究員の海外派遣等を通じて調査・研究事業を活発化する事業、講演会・セミナーの質および量を充実する
事業、出版事業を含めた各事業を円滑に行うための設備・システムの充実を図るために行う事業にも当資金を活用する。

西暦 2024 年 4 月

30,000,000 円 0 円 0

積立限度額 30,000,000

積立限度額の算定根拠
月刊誌出版費用、「資本市場法制研究会」運営費用：160万円/年×10年＝1,600万円、研究員の海外派遣：80万円/1名×10年＝
800万円、講演会の充実：10万円/年×10年＝100万円、設備・システムの充実：50万円/年×10年＝500万円

～ 2035 年 3 月 月数　（実施時期（目的設定～実施）

円

131 月）

積立限度額 30,000,000

積立限度額の算定根拠
月刊誌出版費用、「資本市場法制研究会」運営費用：160万円/年×10年＝1,600万円、研究員の海外派遣：80万円/1名×10年＝
800万円、講演会の充実：10万円/年×10年＝100万円、設備・システムの充実：50万円/年×10年＝500万円

～ 2035 年 3 月 月数　（実施時期（目的設定～実施） 西暦 2024


